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衆
議
院
議
員
木
村
太
郎
君
提
出
障
が
い
者
雇
用
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

平
成
二
十
二
年
十
月
二
十
九
日
に
厚
生
労
働
省
が
公
表
し
た
「
平
成
二
十
二
年
障
害
者
雇
用
状
況
の
集
計
結
果
」
（
以
下

「
集
計
結
果
」
と
い
う
。
）
に
よ
る
と
、
平
成
二
十
二
年
六
月
一
日
現
在
で
、
常
時
雇
用
す
る
労
働
者
が
五
十
六
人
以
上
の

事
業
主
（
国
、
地
方
公
共
団
体
及
び
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
三
十
五
年
政
令
第
二
百
九
十

二
号
）
別
表
第
二
に
定
め
る
法
人
を
除
く
。
以
下
「
民
間
企
業
」
と
い
う
。
）
の
実
雇
用
率
は
、
一
・
六
八
パ
ー
セ
ン
ト
で

あ
る
。
ま
た
、
同
日
現
在
で
、
そ
の
雇
用
す
る
障
害
者
で
あ
る
労
働
者
の
数
（
以
下
「
雇
用
障
害
者
数
」
と
い
う
。
）
が
、

障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
百
二
十
三
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
四
十
三
条

第
一
項
に
規
定
す
る
法
定
雇
用
障
害
者
数
（
以
下
「
法
定
雇
用
障
害
者
数
」
と
い
う
。
）
以
上
で
あ
る
民
間
企
業
の
数
は
三

万
三
千
七
百
四
十
二
社
で
あ
り
、
こ
れ
は
す
べ
て
の
民
間
企
業
の
四
十
七
・
〇
パ
ー
セ
ン
ト
に
当
た
る
。

ま
た
、
集
計
結
果
に
よ
る
同
日
現
在
の
都
道
府
県
ご
と
の
実
雇
用
率
に
つ
い
て
は
、
厚
生
労
働
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載

し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

二
に
つ
い
て

一



平
成
二
十
二
年
六
月
一
日
現
在
の
民
間
企
業
の
実
雇
用
率
は
、
前
年
同
日
現
在
の
も
の
と
比
べ
、
〇
・
〇
五
パ
ー
セ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
た
が
、
法
定
雇
用
率
で
あ
る
一
・
八
パ
ー
セ
ン
ト
を
下
回
っ
て
い
る
。
ま
た
、
同
日
現
在
の
各
都
道
府
県

の
民
間
企
業
の
実
雇
用
率
に
つ
い
て
み
る
と
、
都
道
府
県
の
間
で
障
害
者
の
雇
用
状
況
に
差
が
あ
り
、
最
も
高
い
山
口
県
で

二
・
二
八
パ
ー
セ
ン
ト
、
最
も
低
い
三
重
県
で
一
・
五
〇
パ
ー
セ
ン
ト
と
な
っ
て
い
る
。

政
府
と
し
て
は
、
そ
の
雇
用
障
害
者
数
が
、
法
定
雇
用
障
害
者
数
未
満
で
あ
る
民
間
企
業
に
対
す
る
指
導
を
引
き
続
き
厳

正
に
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
よ
う
な
民
間
企
業
の
解
消
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
た
い
。

三
に
つ
い
て

集
計
結
果
に
よ
る
と
、
平
成
二
十
二
年
六
月
一
日
現
在
の
公
的
機
関
（
国
の
機
関
、
都
道
府
県
の
機
関
（
教
育
委
員
会
を

除
く
。
以
下
同
じ
。
）
及
び
市
区
町
村
の
機
関
（
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
第
二
条
た
だ
し
書
の
厚

生
労
働
大
臣
の
指
定
す
る
教
育
委
員
会
（
平
成
十
一
年
労
働
省
告
示
第
三
十
三
号
）
に
定
め
る
教
育
委
員
会
を
除
く
。
以
下

同
じ
。
）
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
実
雇
用
率
は
、
国
の
機
関
が
二
・
二
九
パ
ー
セ
ン
ト
、
都
道
府
県
の
機
関
が
二
・
五

〇
パ
ー
セ
ン
ト
、
市
区
町
村
の
機
関
が
二
・
四
〇
パ
ー
セ
ン
ト
で
あ
る
。
ま
た
、
国
の
機
関
、
都
道
府
県
の
機
関
及
び
市
区

町
村
の
機
関
の
区
分
ご
と
に
、
そ
れ
ぞ
れ
の
機
関
に
勤
務
す
る
障
害
者
で
あ
る
職
員
の
数
が
、
当
該
機
関
の
職
員
の
総
数
に

二



法
第
三
十
八
条
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
率
を
乗
じ
て
得
た
数
（
そ
の
数
に
一
人
未
満
の
端
数
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
端
数

は
、
切
り
捨
て
る
。
以
下
「
法
定
公
的
機
関
雇
用
障
害
者
数
」
と
い
う
。
）
以
上
で
あ
る
機
関
の
数
及
び
こ
れ
が
区
分
に
属

す
る
機
関
全
体
に
占
め
る
割
合
は
、
そ
れ
ぞ
れ
、
国
の
機
関
が
三
十
八
機
関
、
九
十
七
・
四
パ
ー
セ
ン
ト
、
都
道
府
県
の
機

関
が
百
四
十
八
機
関
、
九
十
四
・
九
パ
ー
セ
ン
ト
、
市
区
町
村
の
機
関
が
二
千
九
十
八
機
関
、
八
十
八
・
四
パ
ー
セ
ン
ト
で

あ
る
。

ま
た
、
お
尋
ね
の
都
道
府
県
ご
と
の
実
雇
用
率
に
つ
い
て
は
、
集
計
結
果
に
よ
る
同
日
現
在
の
都
道
府
県
の
機
関
の
実
雇

用
率
に
つ
い
て
、
厚
生
労
働
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

四
に
つ
い
て

平
成
二
十
二
年
六
月
一
日
現
在
の
公
的
機
関
の
実
雇
用
率
は
、
法
定
雇
用
率
で
あ
る
二
・
一
パ
ー
セ
ン
ト
を
上
回
っ
て
い

る
も
の
の
、
こ
れ
を
下
回
る
公
的
機
関
が
存
在
し
て
い
る
。

政
府
と
し
て
は
、
そ
の
勤
務
す
る
障
害
者
で
あ
る
職
員
の
数
が
、
法
定
公
的
機
関
雇
用
障
害
者
数
未
満
で
あ
る
公
的
機
関

に
対
す
る
指
導
を
引
き
続
き
厳
正
に
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
よ
う
な
公
的
機
関
の
解
消
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
た
い
。

五
に
つ
い
て

三



集
計
結
果
に
よ
る
と
、
平
成
二
十
二
年
六
月
一
日
現
在
の
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
別
表
第
二
に

定
め
る
法
人
（
以
下
「
独
立
行
政
法
人
等
」
と
い
う
。
）
の
実
雇
用
率
は
、
二
・
二
四
パ
ー
セ
ン
ト
で
あ
る
。
ま
た
、
集
計

結
果
に
よ
る
同
日
現
在
の
独
立
行
政
法
人
等
ご
と
の
実
雇
用
率
に
つ
い
て
は
、
厚
生
労
働
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い

る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

六
に
つ
い
て

平
成
二
十
二
年
六
月
一
日
現
在
の
独
立
行
政
法
人
等
の
実
雇
用
率
は
、
法
定
雇
用
率
で
あ
る
二
・
一
パ
ー
セ
ン
ト
を
上
回

っ
て
い
る
も
の
の
、
こ
れ
を
下
回
る
独
立
行
政
法
人
等
が
存
在
し
て
い
る
。

政
府
と
し
て
は
、
そ
の
雇
用
障
害
者
数
が
、
法
定
雇
用
障
害
者
数
未
満
で
あ
る
独
立
行
政
法
人
等
に
対
す
る
指
導
を
引
き

続
き
厳
正
に
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
よ
う
な
独
立
行
政
法
人
等
の
解
消
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
た
い
。

七
に
つ
い
て

厚
生
労
働
省
と
し
て
は
、
平
成
十
六
年
以
降
、
障
害
者
で
あ
る
労
働
者
の
数
は
毎
年
増
加
し
、
平
成
二
十
二
年
六
月
一
日

現
在
の
民
間
企
業
の
実
雇
用
率
は
、
過
去
最
高
の
一
・
六
八
パ
ー
セ
ン
ト
と
な
っ
た
が
、
依
然
と
し
て
法
定
雇
用
率
を
下
回

っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
障
害
者
の
雇
用
が
よ
り
一
層
促
進
さ
れ
る
よ
う
取
組
を
進
め
る
必
要
が
あ
る
と
認
識
し
て
い
る
。

四



こ
の
た
め
、
そ
の
雇
用
障
害
者
数
が
、
法
定
雇
用
障
害
者
数
未
満
で
あ
る
事
業
主
に
対
す
る
指
導
を
引
き
続
き
厳
正
に
実

施
す
る
と
と
も
に
、
障
害
者
に
対
し
て
も
、
引
き
続
き
、
公
共
職
業
安
定
所
が
中
心
と
な
り
、
雇
用
、
福
祉
、
教
育
等
の
関

係
機
関
が
連
携
し
、
就
職
か
ら
職
場
定
着
ま
で
の
一
貫
し
た
支
援
を
行
う
い
わ
ゆ
る
「
チ
ー
ム
支
援
」
を
推
進
す
る
な
ど
、

き
め
細
か
な
支
援
を
行
っ
て
ま
い
り
た
い
。

五


